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平成 30年 7月期（平成 30年 1月 16日～平成 30年 7月 15日）決算短信 

平成 30年 8月 23日 

上場取引所 東証 

フ ァ ン ド 名 ＷＴＩ原油価格連動型上場投信 
コ ー ド 番 号 1671                                                                     
連 動 対 象 指 標 ＷＴＩ原油先物の直近限月の清算値の円換算価格 
主 要 投 資 資 産 米国政府または国際機関の発行する有価証券 
売 買 単 位  1口              
管 理 会 社 シンプレクス・アセット・マネジメント株式会社  URL http://www.simplexasset.com/        
代 表 者 名  代表取締役社長  水嶋 浩雅 
問合せ先責任者 業務本部     山口 節一  ＴＥＬ (03)5208－5211 
 
有価証券報告書提出予定日 平成 30年 10月 15日 
分配金支払開始予定日   分配金のお支払いはございません 
 

Ⅰ ファンドの運用状況 
 

１．30年 7月期の運用状況（平成 30年 1月 16日～平成 30年 7月 15日） 
 
(1)資産内訳                                      （百万円未満切捨て）  
 

主要投資資産 
現金・預金・その他の資産 

（負債控除後）  
合計（純資産） 

金額     構成比   金額    構成比       金額    構成比 
 
30年 7月期 
30年 1月期 

百万円    ％ 

19,717  （ 72.4） 
22,175  （ 59.9） 

百万円   ％ 

7,529  （ 27.6） 
14,853  （ 40.1） 

 

百万円   ％ 

27,246  （100.0） 
37,029  （100.0） 

 
(2)設定・解約実績 
 

前計算期間末 
発行済口数(①) 

設定口数(②) 解約口数(③) 
当計算期間末 
発行済口数 
（①+②-③） 

 
30年 7月期 
30年 1月期 

千口 

13,633 
20,272 

千口 

191 
600 

千口 

4,911 
7,239 

千口 

8,913 
13,633 

 
(3)基準価額 
 総資産 

（①） 
負債 
（②） 

純資産 
（③(①－②)） 

1口当たり基準価額 

（（③/当計算期間末発行済口数）×1） 
 

30年 7月期 
30年 1月期 

百万円 

28,862 
39,141 

百万円 

1,615  
2,112  

百万円 

27,246  
37,029  

円 

3,057  
2,716  

 
(4)分配金  
 1 口当たり分配金 

 
30年 7月期 
30年 1月期 

円 

0  
0  

(注)分配金は売買単位当たりの金額 
 
２．会計方針の変更 

① 会計基準等の改正に伴う変更  無 
② ①以外の変更   無 
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Ⅱ 財務諸表等   

（１）【貸借対照表】 

（単位：円） 

 
第 17期 

(平成 30年 1月 15日現在) 
第 18期 

(平成 30年 7月 15日現在) 

資産の部   

流動資産   

預金 11,312,868,779 5,717,069,803 

コール・ローン 203,522,635 162,777,811 

国債証券 22,175,767,501 19,717,635,773 

派生商品評価勘定 3,768,708,046 1,666,107,932 

その他未収収益 7,968,024 - 

差入委託証拠金 1,672,885,467 1,598,923,269 

流動資産合計 39,141,720,452 28,862,514,588 

資産合計 39,141,720,452 28,862,514,588 

負債の部   

流動負債   

派生商品評価勘定 68,400 - 

前受金 1,910,546,723 1,455,396,901 

未払受託者報酬 10,365,392 8,234,199 

未払委託者報酬 165,846,171 131,747,143 

未払利息 214 822 

その他未払費用 25,440,646 20,248,680 

流動負債合計 2,112,267,546 1,615,627,745 

負債合計 2,112,267,546 1,615,627,745 

純資産の部   

元本等   

元本 82,179,724,000 53,727,564,000 

剰余金   

期末剰余金又は期末欠損金（△） △45,150,271,094 △26,480,677,157 

（分配準備積立金） △1,349,913,019 △1,451,267,092 

元本等合計 37,029,452,906 27,246,886,843 

純資産合計 37,029,452,906 27,246,886,843 

負債純資産合計 39,141,720,452 28,862,514,588 

 



                              ＷＴＩ原油価格連動型上場投信（1671）平成 30年 7月期決算短信                                                                                                                                              

3 

 

（２）【損益及び剰余金計算書】 

（単位：円） 

 
第 17期 

(自 平成 29年 7月 16日 

至 平成 30年 1月 15日) 

第 18期 

(自 平成 30年 1月 16日 

至 平成 30年 7月 15日) 

営業収益   

受取利息 37,752,261 35,116,569 

有価証券売買等損益 115,051,547 160,541,947 

派生商品取引等損益 11,756,030,590 3,268,455,524 

為替差損益 △775,388,951 197,267,539 

その他収益 26,189,194 25,151,525 

営業収益合計 11,159,634,641 3,686,533,104 

営業費用   

支払利息 34,356 29,994 

受託者報酬 10,365,392 8,234,199 

委託者報酬 165,846,171 131,747,143 

その他費用 26,620,944 21,610,831 

営業費用合計 202,866,863 161,622,167 

営業利益又は営業損失（△） 10,956,767,778 3,524,910,937 

経常利益又は経常損失（△） 10,956,767,778 3,524,910,937 

当期純利益又は当期純損失（△） 10,956,767,778 3,524,910,937 

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又は一部解

約に伴う当期純損失金額の分配額（△） 
- - 

期首剰余金又は期首欠損金（△） △80,779,661,872 △45,150,271,094 

剰余金増加額又は欠損金減少額 26,991,663,000 15,755,838,000 

当期一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減

少額 
26,991,663,000 15,755,838,000 

当期追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減

少額 
- - 

剰余金減少額又は欠損金増加額 2,319,040,000 611,155,000 

当期一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増

加額 
- - 

当期追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増

加額 
2,319,040,000 611,155,000 

分配金 - - 

期末剰余金又は期末欠損金（△） △45,150,271,094 △26,480,677,157 
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（３）【注記表】 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 
  
  
1.有価証券の評価基準及び評価方法 国債証券 

 個別法に基づき、以下の通り原則として時価で評価しております。 

(1)金融商品取引所等に上場されている有価証券 
 金融商品取引所等に上場されている有価証券は、原則として金融商品取引所等に

おける計算期間末日の最終相場（外貨建証券の場合は計算期間末日において知りう

る直近の最終相場）で評価しております。 
 計算期間末日に当該金融商品取引所等の最終相場がない場合には、当該金融商品

取引所等における直近の日の最終相場で評価しておりますが、直近の日の最終相場

によることが適当でないと認められた場合は、当該金融商品取引所等における計算

期間末日又は直近の日の気配相場で評価しております。 

(2)金融商品取引所等に上場されていない有価証券 
 当該有価証券については、原則として、日本証券業協会発表の売買参考統計値（平

均値）、金融機関の提示する価額（ただし、売気配相場は使用しない）又は価格提供

会社の提供する価額のいずれかから入手した価額で評価しております。 

(3)時価が入手できなかった有価証券 
 適正な評価額を入手できなかった場合又は入手した評価額が時価と認定できない

事由が認められた場合は、投資信託委託会社が忠実義務に基づいて合理的事由をも

って時価と認めた価額もしくは受託者と協議のうえ両者が合理的事由をもって時価

と認めた価額で評価しております。 
2.デリバティブ取引等の評価基準及び

評価方法 
(1)商品先物取引 
 個別法に基づき、原則として時価で評価しております。 

(2)為替予約取引 
 原則としてわが国における計算期間末日の対顧客先物売買相場の仲値で評価して

おります。 
3.その他財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 
外貨建取引等の処理基準  
 外貨建取引については、「投資信託財産の計算に関する規則」(平成 12年総理府令

第 133号)第 60条及び第 61条にしたがって処理しております。 
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（貸借対照表に関する注記） 
  
  

区分 
第 17期 

(平成 30年 1月 15日現在) 
第 18期 

(平成 30年 7月 15日現在) 
1. 信託財産に係る期首

元本額、期中追加設定

元本額及び期中解約

元本額 

        

    期首元本額 122,199,616,000円 期首元本額 82,179,724,000円 

    期中追加設定元本額 3,616,800,000円 期中追加設定元本額 1,151,348,000円 

    期中解約元本額 43,636,692,000円 期中解約元本額 29,603,508,000円 

2. 受益権の総数   13,633,000口   8,913,000口 

3. 元本の欠損 貸借対照表上の純資産額が元本

総額を下回っている差額 
  45,150,271,094円 貸借対照表上の純資産額が元本

総額を下回っている差額 
  26,480,677,157円 

  
（損益及び剰余金計算書に関する注記） 
  
  

項目 
第 17期 

(自 平成 29年 7月 16日 
至 平成 30年 1月 15日) 

第 18期 
(自 平成 30年 1月 16日 
至 平成 30年 7月 15日) 

1.分配金の計算過程             
A 当ファンドの配当等収益額   63,907,099円     60,238,100円   
B 分配準備積立金   △1,210,987,611 円     △1,349,913,019 円   
C 配当等収益額合計（A+B)   △1,147,080,512 円     △1,289,674,919 円   
D 経費   202,832,507円     161,592,173円   

E 収益分配可能額（C-D）   -円     -円   
F 収益分配金額   -円     -円   
G 次期繰越金(分配準備積立金)（E-F）   △1,349,913,019 円     △1,451,267,092 円   
H 口数   13,633,000口     8,913,000口   
I 分配金額(1口当たり)   -円     -円   
2. その他費用   主に印刷費用、上場関連費用

及び監査費用等であります。 
    同左   
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（金融商品に関する注記） 

Ⅰ金融商品の状況に関する事項 
  
  

  

項目 

第 17期 
(自 平成 29年 7月 16日 
至 平成 30年 1月 15日) 

第 18期 
(自 平成 30年 1月 16日 
至 平成 30年 7月 15日) 

1.金融商品に対する取組方針  当ファンドは、証券投資信託として、投

資信託約款に規定する運用の基本方針に

従い、有価証券等の金融商品に対する投資

として運用することを目的としています。 

同左 

2.金融商品の内容及び金融商品に係る

リスク 
 当ファンドは米国政府または国際機関

の発行する有価証券を実質的な主要投資

対象としております。米国政府または国際

機関の発行する有価証券の投資に係る価

格変動リスク、為替変動リスク等の市場リ

スク、信用リスク、流動性リスク、金利変

動リスク及びカントリーリスクにさらさ

れております。 
 当ファンドは、原油先物取引を活用しま

すので、原油先物価格の変動の影響を受け

ます。原油先物の価格は、原油の生産・在

庫・需要といった需給関係や天候、貿易動

向、為替レート、金利、各国の政治・経済

状況など様々な要因の影響を受けます。そ

れらの要因等によって原油先物の価格が

大幅に下落した場合、投資成果に重大な損

失が生じることとなります。 
 当ファンドは、外貨の決済のために為替

予約取引を利用しております。当該デリバ

ティブ取引は、ごく短期間で実際に外貨の

受渡しを伴うことから、為替相場の変動に

よるリスクは限定的であります。 

同左 

3.金融商品に係るリスク管理体制  委託会社においては、運用関連部門から

独立した部門であるリスク管理統括本部

が各リスクの管理を行っております。 
 リスク管理統括本部は、定期的に各部署

からモニタリングの結果の報告を受け、必

要に応じて関係部署より意見を求め、リス

ク状況を取りまとめ、その結果を取締役社

長に報告します。また、必要に応じて取り

まとめ結果を取締役会に報告をします。 

同左 
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Ⅱ金融商品の時価等に関する事項 
  
  

  

       項目 

第 17期 
(平成 30年 1月 15日現在) 

第 18期 
(平成 30年 7月 15日現在) 

1.貸借対照表計上額、時価及びその差額  貸借対照表計上額は期末の時価で計上

しているためその差額はありません。 
同左 

2.時価の算定方法 (1)有価証券 (1)有価証券 

   「注記表（重要な会計方針に係る事項に

関する注記）」に記載しております。 
同左 

  (2)デリバティブ取引 (2)デリバティブ取引 

   「注記表（デリバティブ取引等に関する

注記）」に記載しております。 
同左 

  (3)上記以外の金融商品 (3)上記以外の金融商品 

   上記以外の金融商品（コール・ローン等）

は、短期間で決済され、時価は帳簿価額と

近似していることから、当該金融商品の帳

簿価額を時価としております。 

同左 

3.金融商品の時価等に関する事項につ

いての補足説明 
 金融商品の時価には、市場価格に基づく

価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算出された価額が含まれております。

当該価額の算定においては一定の前提条

件等を採用しているため、異なる前提条件

等によった場合、当該価額が異なることも

あります。 

同左 

  
（有価証券に関する注記） 

売買目的有価証券 
  

（単位：円） 
  

種類 

第 17期 
(平成 30年 1月 15日現在) 

第 18期 
(平成 30年 7月 15日現在) 

当計算期間の損益に含まれた評価差額 当計算期間の損益に含まれた評価差額 

国債証券 42,395,954 68,941,416 

合計 42,395,954 68,941,416 
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（デリバティブ取引等に関する注記）  
取引の時価等に関する事項 

(通貨関連) 

第 17期（平成 30年 1月 15日現在） 
  

（単位：円） 
  

区分 種類 契約額等 
  

時価 評価損益 
うち 1年超 

市場取引以外の

取引 
為替予約取引         

売建 842,619,600 － 842,688,000 △68,400 

米ドル 842,619,600 － 842,688,000 △68,400 

合計 842,619,600 － 842,688,000 △68,400 
  
(注)時価の算定方法 

1.計算期間末日に対顧客先物相場の仲値が発表されている外貨については、以下のように評価しております。 

(1)計算期間末日において為替予約の受渡日（以下「当該日」といいます。）の対顧客先物相場の仲値が発表されてい

る場合は、当該為替予約は、当該対顧客先物相場の仲値で評価しております。 

(2)計算期間末日において当該日の対顧客先物相場の仲値が発表されていない場合は、以下の方法によっております。 

①計算期間末日に当該日を超える対顧客先物相場が発表されている場合には、発表されている先物相場のうち当該

日に最も近い前後二つの対顧客先物相場の仲値をもとに計算したレートを用いております。 

②計算期間末日に当該日を超える対顧客先物相場が発表されていない場合には、当該日に最も近い発表されている

対顧客先物相場の仲値を用いております。 

2.計算期間末日に対顧客先物相場の仲値が発表されていない外貨については、計算期間末日の対顧客電信売買相場の仲値

で評価しております。 

 

第 18期（平成 30年 7月 15日現在） 
  
  
該当事項はありません。 
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(商品関連) 

第 17期（平成 30年 1月 15日現在） 
  

（単位：円） 
  

区分 種類 契約額等 
  

時価 評価損益 
うち 1年超 

市場取引 原油先物取引         

買建 32,409,552,407 － 36,178,260,453 3,768,708,046 

合計 32,409,552,407 － 36,178,260,453 3,768,708,046 
  
第 18期（平成 30年 7月 15日現在） 
  

（単位：円） 
  

区分 種類 契約額等 
  

時価 評価損益 
うち 1年超 

市場取引 原油先物取引         

買建 25,578,444,572 － 27,244,552,504 1,666,107,932 

合計 25,578,444,572 － 27,244,552,504 1,666,107,932 
  
(注)1.時価の算定方法 

商品先物取引の時価については、以下のように評価しております。 
原則として計算期間末日に知りうる直近の日の主たる取引所の発表する清算値段又は最終相場で評価しております。 
このような時価が発表されていない場合には、計算期間末日に最も近い最終相場や気配値等、原則に準ずる方法で評

価しております。 

2.商品先物取引の残高は、契約額ベースで表示しております。 

3.契約額等には手数料相当額を含んでおります。 

4.契約額等及び時価の合計欄の金額は、各々の合計金額であります。 

 

（関連当事者との取引に関する注記） 
 該当事項はありません。 

（１口当たり情報に関する注記） 
  
  

第 17期 
（平成 30年 1月 15日現在） 

第 18期 
（平成 30年 7月 15日現在） 

1口当たりの純資産額  2,716円 1口当たりの純資産額  3,057円 
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